
平成２９年１０月の主な動き、取組 

 

１ 雇用失業情勢への対応（平成２９年８月内容） 

 

 
 
 
・各種支援事業、求職者支援制度、各種助成金などの活用による就職促進 
・積極的な正社員求人開拓の実施 

 ・若者、女性、障害者、高年齢者の就職実現 
 

２「高校生のための就職面接会ｉｎ鹿児島」を開催 

高校生と県内企業とのマッチングを促進するため、平成 30 年 3 月卒業予定の生徒を

対象とした就職面接会を開催します。 

・日 時  平成２９年１０月２３日（月） １３：００～１７：００ 

・場 所  鹿児島サンロイヤルホテル（鹿児島市与次郎１丁目８－１０） 

・参加企業 ８０社予定 

  

 ３ 過重労働解消のためのセミナーを開催 

  １１月２８日に、サンプラザ天文館（２階ホール）において「過重労働解消のため 

のセミナー」を開催します。 

 

４ 鹿児島県最低賃金の街頭キャンペーンを実施 

   鹿児島県最低賃金７３７円（現行７１５円）が、１０月１日から発効するのにあ

わせ、鹿児島労働局では本日（９月２９日）鹿児島県、労使団体と共同で、最低賃

金街頭キャンペーンを実施します。 

  【場所：鹿児島中央駅東口広場及び西口】 

 

５ １０月は中退共制度の加入促進月間 

   本制度の運営主体である独立行政法人勤労者退職金共済機構において、毎年１０

月を「中小企業退職金共済制度加入促進強化月間」として、集中的な加入促進を行

っており、鹿児島労働局におきましても、勤労者生活の向上を図るための制度とし

て中退共制度の広報を行うものです。 

 

 

 

有効求人数    38,926 人  対前年同月比 14.0％増（36 か月連続の増加） 

 有効求職者数   32,899 人   対前年同月比  3.5％減（88 か月連続の減少） 

 有効求人倍率（季調値 1.23 倍   対前月比 前月と同水準） 
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8 月の有効求人倍率は 1.23 倍で、前月と同水準となり 

統計開始以来、前月と並んで過去最高となる 
 

鹿児島県の 8 月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.23 倍となり、前月と同水準となりました。 

新規求人倍率（同）は 1.72 倍となり、前月を 0.08 ポイント下回りました。 

正社員有効求人倍率（原数値）は 0.82 倍となり、前年同月（0.66 倍）を 0.16 ポイント上回りました。 

新規求人数（同）は前年同月に比べ、9.6％増と 13 か月連続で増加しました。 

産業別では、前年同月に比べ、建設業（7.6％減）は 23 か月ぶりの減少、製造業（32.6％増）は 10 か月連

続の増加､運輸業、郵便業（9.7％増）は 4 か月連続の増加、卸売業、小売業（5.0％増）は 13 か月連続の増

加、宿泊業、飲食サービス業（12.9％減）は 3 か月ぶりの減少、医療、福祉（1.5％増）は 22 か月連続の増

加、他のサービス業（26.4％増）は 3 か月ぶりの増加となりました。 

新規求職者数（同）は前年同月に比べ 3.7％減と 7 か月連続の減少となりました。 

新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者(4.8％増)は 2 か月ぶりの増加、離

職求職者（7.1％減）は 12 か月連続の減少、無業求職者（4.3％減）は 7 か月連続の減少となりました。 

離職求職者の内訳では、事業主都合離職者(8.4％減)は21か月連続の減少、自己都合離職者(7.3％減)

は 2 か月ぶりの減少なりました。 

政府の 8 月の月例経済報告では、個人消費、設備投資、輸出、生産、企業収益、消費者物価について

は、いずれの項目も据え置かれました。景気の基調判断は、「景気は、緩やかな回復基調が続いている」

と、据え置かれました。また、雇用情勢は「改善している」と据え置かれました。 

鹿児島県の雇用情勢は、有効求人倍率（季節調整値）が16か月連続で1倍台となり、有効求人数（原数

値）が、36 か月連続で前年同月を上回り、昭和 38 年 4 月の統計開始以来、前月と並んで過去最高となる

など、全体としては企業の採用意欲は高く、引き続き改善傾向にあるものの、産業により求人の増減にば

らつきがみられることから、今後の求人・求職の動きには注視が必要と思われます。 

鹿児島労働局では、現下の雇用情勢に適切に対応するため、若者・女性・障害者・高年齢者の就業実

現、地域の実情を踏まえた公共職業訓練や求職者支援訓練の推進、就職困難者等すべての求職者の就

労に向けた重層的なセーフティネットの構築による就労・生活支援対策に積極的に取り組み、今後とも一

層効果的な行政の展開に努めてまいります。 
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鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部
　職 業 安 定 課 長
　地方労働市場情報官

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢

概　　況

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、年度平均は原数値、各月は季節調整値  )

24
年度

25 26 27 28
28年
８月

９月 10月 １１月 １2月
29年
１月

２月 3月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

本県 0.66 0.72 0.78 0.89 1.06 1.03 1.05 1.08 1.09 1.10 1.12 1.10 1.12 1.15 1.17 1.21 1.23 1.23

全国 0.82 0.97 1.11 1.23 1.39 1.37 1.38 1.40 1.41 1.43 1.43 1.43 1.45 1.48 1.49 1.51 1.52 1.52

本県 1.09 1.13 1.24 1.36 1.59 1.55 1.67 1.64 1.62 1.67 1.68 1.63 1.62 1.79 1.80 1.78 1.80 1.72

全国 1.32 1.53 1.69 1.86 2.08 2.07 2.10 2.11 2.15 2.19 2.13 2.12 2.13 2.13 2.31 2.25 2.27 2.21

*28年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２.　求人の動き(  パートを含む、原数値  )
　8月の新規求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ9.6％増と13ヶ月連続の増加となった。

　8月の新規求人数（同）を産業別に前年同月比でみると、【建設業】（7.6％減）は23ヶ月ぶりの減少、【製造業】（32.6％増）は

10ヶ月連続の増加､【運輸業、郵便業】（9.7％増）は4ヶ月連続の増加､【卸売業、小売業】（5.0％増）は13ヶ月連続の増加、

【宿泊業、飲食サービス業】（12.9％減）は3ヶ月ぶりの減少、【医療、福祉】（1.5％増）は22ヶ月連続の増加、【サービス業】

（26.4％増）は3ヶ月ぶりの増加となった。

　8月の有効求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ14.0％増と36ヶ月連続の増加となった。

(   ) 内前年同月比(％)

   新産業分類

新規求人数

Ｄ　建設業

Ｅ　製造業

有効求人数

－ １ －

鹿 児 島 労 働 局 発 表
平成２９年９月２９日（金）

（　平成２９年８月分　）

有効求人倍率

新規求人倍率

　　なお、全国の8月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.52倍となり、前月と同水準となった。

日髙　謙次
前野　勇策

　・鹿児島県の8月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.23倍となり、前月と同水準となった。

Ｈ　運輸業、郵便業
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３.　求職の動き(パートを含む、原数値。 但し、※「うち３４歳以下」と、※（新規常用求職者態様別内訳）は臨時・季節を除く常用。）
 　8月の新規求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ3.7％減と7ヶ月連続の減少となった。

   新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者（4.8％増）は2 ヶ月ぶりの増加となった。

   また、離職求職者（7.1％減）は12ヶ月連続の減少、無業求職者（4.3％減 ）は7ヶ月連続の減少となった。

　 離職求職者の内訳をみると、事業主都合離職者（8.4％減）は21ヶ月連続の減少となった。

　 自己都合離職者（7.3％減)は2ヶ月ぶりの減少となった。

　 8月の受給資格決定件数(0.9％減)は4ヶ月連続の減少となった。

   また、受給者実人員（8.4％減）は53ヶ月連続の減少となった。

　8月の有効求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ3.5％減と88ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

新規求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

有効求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

※( 新規常用求職者態様別内訳 ) (   ) 内前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

　　　　　　

４.　就職の動き(パートを含む。但し、※「うち３４歳以下」は臨時・季節を除く常用。）
　8月の就職件数（パートを含む）は、前年同月に比べ8.0％減と2ヶ月ぶりの減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

就職件数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

５.　完全失業率(  全国  )

  完全失業率        (  ％  )

  完全失業者数  (  万人  )

※完全失業率は季節調整値
* 下線部分は季節調整替え済み

資料出所：総務省統計局「労働力調査 」
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6.正社員の職業紹介状況（原数値）
(   ) 内前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

※常用フルタイム求職者・・・・パート及び4カ月未満の臨時を希望する求職者以外の求職者

7.平成29年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率（原数値） ※パートタイムを含む　様式３

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

有効求職 14,142 14,274 14,045 13,394 13,265 69,120
有効求人 16,493 16,181 16,323 15,886 15,957 80,840
求人倍率 1.17 1.13 1.16 1.19 1.20 1.17
有効求職 4,509 4,421 4,298 4,146 4,227 21,601
有効求人 5,446 5,302 5,168 5,209 5,302 26,427
求人倍率 1.21 1.20 1.20 1.26 1.25 1.22
有効求職 2,328 2,289 2,192 2,138 2,165 11,112
有効求人 2,611 2,475 2,381 2,414 2,515 12,396
求人倍率 1.12 1.08 1.09 1.13 1.16 1.12
有効求職 1,684 1,653 1,638 1,567 1,599 8,141
有効求人 2,163 2,200 2,159 2,169 2,168 10,859
求人倍率 1.28 1.33 1.32 1.38 1.36 1.33
有効求職 497 479 468 441 463 2,348
有効求人 672 627 628 626 619 3,172
求人倍率 1.35 1.31 1.34 1.42 1.34 1.35
有効求職 4,846 4,786 4,528 4,328 4,347 22,835
有効求人 5,424 5,272 5,135 5,254 5,447 26,532
求人倍率 1.12 1.10 1.13 1.21 1.25 1.16
有効求職 3,135 3,068 2,924 2,854 2,862 14,843
有効求人 3,599 3,534 3,428 3,541 3,624 17,726
求人倍率 1.15 1.15 1.17 1.24 1.27 1.19
有効求職 1,711 1,718 1,604 1,474 1,485 7,992
有効求人 1,825 1,738 1,707 1,713 1,823 8,806
求人倍率 1.07 1.01 1.06 1.16 1.23 1.10
有効求職 4,369 4,399 4,379 4,094 4,047 21,288
有効求人 4,119 4,338 4,419 4,211 4,303 21,390
求人倍率 0.94 0.99 1.01 1.03 1.06 1.00
有効求職 1,642 1,672 1,658 1,519 1,475 7,966
有効求人 1,483 1,605 1,623 1,498 1,520 7,729
求人倍率 0.90 0.96 0.98 0.99 1.03 0.97
有効求職 1,624 1,636 1,680 1,596 1,586 8,122
有効求人 1,386 1,469 1,572 1,486 1,462 7,375
求人倍率 0.85 0.90 0.94 0.93 0.92 0.91
有効求職 1,103 1,091 1,041 979 986 5,200
有効求人 1,250 1,264 1,224 1,227 1,321 6,286
求人倍率 1.13 1.16 1.18 1.25 1.34 1.21
有効求職 5,140 5,207 5,139 4,803 4,727 25,016
有効求人 5,613 5,755 5,778 5,538 5,584 28,268
求人倍率 1.09 1.11 1.12 1.15 1.18 1.13
有効求職 4,378 4,446 4,382 4,116 4,064 21,386
有効求人 4,866 5,024 5,046 4,855 4,920 24,711
求人倍率 1.11 1.13 1.15 1.18 1.21 1.16
有効求職 762 761 757 687 663 3,630
有効求人 747 731 732 683 664 3,557
求人倍率 0.98 0.96 0.97 0.99 1.00 0.98
有効求職 616 623 750 721 598 3,308
有効求人 702 672 676 690 693 3,433
求人倍率 1.14 1.08 0.90 0.96 1.16 1.04
有効求職 1,981 1,910 1,780 1,706 1,688 9,065
有効求人 1,655 1,571 1,612 1,627 1,640 8,105
求人倍率 0.84 0.82 0.91 0.95 0.97 0.89
有効求職 35,603 35,620 34,919 33,192 32,899 172,233
有効求人 39,452 39,091 39,111 38,415 38,926 194,995
求人倍率 1.11 1.10 1.12 1.16 1.18 1.13

鹿児島地域 ・・・鹿児島 北薩地域 ・・・川内、出水、宮之城 大隅地域 ・・・鹿屋、大隅 南薩地域 ・・・加世田、伊集院、指宿

姶良地域 ・・・国分、大口 熊毛地域 ・・・熊毛 奄美地域 ・・・名瀬

-3-

※地域別：安定所の管轄区分

※（参考）　１～４及び７については昭和３８年４月より、５については昭和２８年1月より、６については鹿児島局は平成１９年１月より統計開始 　

県計

指宿

姶良地域

国分

大口

熊毛地域

奄美地域

伊集院

安定所

鹿児島
地　 域

北薩地域

川内

出水

宮之城

大隅地域

鹿屋

大隅

南薩地域

加世田

(▲ 2.3)

全新規求人における
構成比 40.3% (2.0) 41.5% (1.1)

全求職者における
構成比 63.5%

21,518 (▲ 7.1)

新規常用フルタイム
求職者数 5,461 (▲ 8.8) 5,503 (▲ 5.2)

(1.5) 42.9% (0.7)

(▲ 6.8)

正社員有効求人数

全有効求人における
構成比

63.1%

(1.3) 42.4%

16,024

41.0% (▲ 0.2) 42.2%

(15.9)

(0.14)

全　　国 0.89 (0.12)

正社員有効求人倍率 0.68

14,707 (14.4) 16,495

0.74 (0.14)

(16.0)

65.3%

(0.21) 1.19 (0.17)

有効常用フルタイム
求職者数

全新規求職者における
構成比

正社員新規求人倍率 0.98

65.4% (▲ 1.2)

40.9% (1.5)

16,697

1.18

(20.1)

5,589 (14.4) 6,041

0.91 (0.12) 0.95 (0.13)

4,730

(▲ 0.9) 42.3%

(8.8)

(▲ 2.2)(▲ 1.6) 62.6% (▲ 1.5)

(▲ 5.9) 5,078

64.3% (▲ 2.3)

正社員新規求人数 5,361 (14.3) 5,881

平成28年度

5月(  月平均  )

(21.5)

(0.20)

6月

(16.7) 6,187

1.07 (0.20) 1.20 (0.27)

平成29年

(▲ 1.3)

20,250(▲ 6.6)20,287(▲ 6.3)21,155(▲ 7.3)21,712(▲ 8.1)

61.1% (▲ 2.3) 61.6%

1.00 (0.13)

8月7月

(▲ 2.2)60.6%(▲ 2.5)61.0%

5,145 (▲ 6.1)

0.82 (0.16)

(0.13)

0.80(0.16)0.78 (0.17)

(18.1) 16,300

0.98

(▲ 0.3)43.3% (4.1) 41.1%



「高校生のための就職面接会ｉｎ鹿児島」を 
１０月２３日に開催します 

 
 

鹿児島労働局、ハローワーク、鹿児島県教育委員会及び鹿児島県

では、生徒と県内企業とのマッチングを促進するため「高校生の  

ための就職面接会ｉｎ鹿児島」を以下のとおり開催します。 
この面接会では複数応募が可能であり、生徒が希望する職種の 

企業や、関連する職種の企業等、多くの企業のブースをまわって  

説明を聞くことで、幅広く情報収集ができるため、ミスマッチの  

解消も期待されます。 
 
 

記 

○ 開催日時 
  平成２９年１０月２３日（月） １３：００～１７：００ 
 
○ 開催場所 

鹿児島サンロイヤルホテル（鹿児島市与次郎１丁目８－１０） 
 
〇 参加企業 

８０社予定 
 
 
 
 
 
 
 

【担当】鹿児島労働局 職業安定部 訓練室 



就職面接会
高校生のための

就職面接会
高校生のための

10/23(月)

平成29年平成29年

10/23(月)

就職準備講習  11時～12時就職準備講習  11時～12時

鹿児島サンロイヤルホテル
鹿児島市与次郎1-8-10
鹿児島サンロイヤルホテル
鹿児島市与次郎1-8-10

in
鹿児島

平成30年3月高等学校卒業
予定者のうち、就職未内定者

対象企業
左記対象者を鹿児島県内の就業
場所において正社員で募集中の
企業（参加予定80社）

鹿児島労働局・ハローワーク・鹿児島県教育委員会・鹿児島県

株式会社 鹿児島映広 TEL.099-222-4444

企業の参加申し込みはハローワーク設置のチラシの裏面、もしくは鹿児島映広ホームページに掲載の様式をご利用ください。

お問い合わせ先

高校生は進路指導担当の先生に申込んでください。

鹿児島市錦江町8-21 ■ 鹿児島映広ホームページ

ユースエール認定企業
と若者応援宣言企業は
優先して参加できます!!

実施団体

©鹿児島市

対象者

13時～17時（12時より受付）13時～17時（12時より受付）

参加企業の情報は10月2日頃から㈱鹿児島映広のホームページにて掲載致します。

平成29年度 「年度後半における集中的な就職面接会事業」 受託事業者







 

 

 

 
 
 報道関係者各位 
 

 

 

 

 

鹿児島県最低賃金の街頭キャンペーンを実施します 

－「最 低 賃 金、確 認 し た？」－ 
 
 鹿児島県最低賃金７３７円（現行７１５円を２２円引き上げ）が、１０月１日か

ら発効するのに合わせ、鹿児島労働局は、鹿児島県、労使団体と共同で街頭キャン

ペーンを実施します。 

 
１ 趣 旨 

最低賃金制度は、賃金の低廉な労働者について賃金の最低額を確保することによ

り、労働条件の改善を図るセーフティネットとして重要な役割を果たしています。 
 しかしながら、適用される最低賃金額を知らない事業主や労働者が少なからず存

在していることに加え、県内では最低賃金額近傍の賃金の労働者が少なくない状況

です。 

 また、今回の改定は、過去最高の引上げ幅であることから、中小企業・小規模事

業者への支援が強く求められるところです。 
このため、「最低賃金、確認した？」をキャッチフレーズとして、改定後の鹿児

島県最低賃金額（７３７円）を広く県民へ周知を図るとともに、併せて、業務改善

助成金制度に関して関係者に普及を図るものです。 
 なお、今年度から新たにＪＲ川内駅でも街頭キャンペーンを実施することにして

います。 
 

２ 実施日時・場所 
⑴ 平成２９年９月２８日(木) 午後５時００分～午後６時００分 

平成２９年９月２２日（金） 

【照会先】 

鹿児島労働局労働基準部賃金室 
賃金室長   上ノ原 勉 
室長補佐   平松 弥生 

電 話  099-223-8278 
ＦＡＸ  099-223-0575 

厚生労働省 

鹿児島労働局 Press Release 



ＪＲ川内駅西口及び東口（別添地図のとおり） 

⑵ 平成２９年９月２９日(金) 午後５時３０分～午後６時３０分 

ＪＲ鹿児島中央駅東口の広場及び西口（別添地図のとおり） 

 

３ 実施内容 
 ⑴ 各駅の出口前広場にて、主催者、参加団体の挨拶を受け、最低賃金額（737 円）

及び業務改善助成金等を広くアピールする。 

⑵ 各駅の出口、構内通路周辺で、各団体の協力を得て、「鹿児島県の最低賃金」

（別添リーフレット）を配布する。 
 
（注）川内駅においては、西口の物産館前広場で、鹿児島中央駅においては、東

口広場にて、主催者、参加団体の挨拶を受けた後に、リーフレットを配布す

ることにしています。 
 

４ 参加・協力機関 
鹿児島労働局、鹿児島県、鹿児島県経営者協会、鹿児島県商工会連合会、 
鹿児島県中小企業団体中央会、鹿児島県商工会議所連合会、連合鹿児島 
 

５ 当日の進行 
① 司会挨拶 
② 鹿児島労働局長より挨拶（川内駅は労働基準部長） 

 ③ 使用者団体 挨拶 
 ④ 労働者団体 挨拶 
 ⑤ リーフレット配布 
※ 川内駅は午後６時、鹿児島中央駅は午後６時３０分終了を目途にリーフレットの配布を実施。 



⑦ ⑧ ⑨ ⑩

東口

西口

① ② ③ ④

⑤

⑥

バス乗り場

タクシー乗り場

タクシー乗り場

観光物産館
（駅市薩摩川内）

鹿児島中央方面

伊集院方面

博多方面

肥薩オレンジ鉄道

エスカレーター

エスカレーター

川内駅

※　集合場所

街頭キャンペーン配置図
（川内駅）





〈
時
間
額
〉

最低賃金に関する特設サイト
http://www.saite ichingin . info/
WEBで確認！

雇う上でも、働く上でも、最低限のルール。 使用者も、労働者も、必ず確認、最低賃金。

UP

最
低
賃
金
、確
認
し
た
？

最低賃金制度 検 索

円
最低賃金に関するお問い合わせは鹿児島労働局または最寄りの労働基準監督署へ
鹿児島労働局ホームページアドレス
http://kagoshima-roudoukyoku. js i te .mhlw.go. jp/

737平成29年 
10月1日から

鹿児島県 最低賃金が改定されました。

22円



（H29.9）

（※１）最低賃金額との比較に当たって、次の賃金は算入しません。
①臨時に支払われる賃金（結婚手当など）②１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）③所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など）④所定労働日
以外の日の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）⑤午後 10 時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分（深夜割増賃金
など）⑥精皆勤手当、通勤手当および家族手当
（※２）日額で定められている特定最低賃金の対象となる場合　日額に換算した額 ≧ 特定最低賃金額

最低賃金制度とは？

年齢やパート・学生アルバイトなどの
働き方の違いにかかわらず、
すべての労働者に適用されます。

働くすべての人に、
賃金の最低額（最低賃金額）を
保障する制度です。

スマホ、携帯で自分の地域の
最低賃金を確認しよう！使用者も、労働者も、

必ず確認、最低賃金。

最低賃金額以上に
なっているか確認！ 確認の方法は？

確認したい賃金を時間額にして、
最低賃金額（時間額）と比較しよう。

（※1）

（※2）

確認の方法は？

確認したい賃
最低賃金

最低賃金額以上に
なっているか確認！
最低賃金額以上に
なっているか確認！ 確認の方法は？

確認したい賃
最低賃金

あなたの賃金と該当する都道府県の最低賃金額を書き込んでみましょう。最低賃金額との比較方法

4 上記　　　 　 が
組み合わさっている場合

321 ,, 例えば、基本給が日給で
各手当（職務手当など）が
月給の場合

❶ 基本給（日給）→　  の計算で時間額を出す
❷ 各手当（月給）→　  の計算で時間額を出す
❸ ❶と❷を合計した額 ≧ 最低賃金額（時間額）

3
2

時間給の場合1 ≧
最低賃金額（時間額）

円

時間給

円

日給の場合2 ≧＝÷
最低賃金額（時間額）

円

１日の平均所定労働時間

時間

時間額

円

日 給

円

月給の場合3 ≧＝÷
最低賃金額（時間額）

円

１か月の平均所定労働時間

時間

時間額

円

月 給

円



 
 

助 成 金 の ご 案 内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務改善助成金のお問合せは鹿児島県最低賃金総合相談支援センター Tel：0120(898)930 

業務改善助成金の申請先は鹿児島労働局雇用環境・均等室 Tel：099(222)8446 

 

 
 

「キャリアアップ助成金」は、有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といった、いわゆる非正規雇 

用労働者の企業内でのキャリアアップなどを促進するため、正社員化、人材育成、処遇改善の取組を実施 

した事業主に対して助成する制度です。 

有期契約労働者等の基本給の賃金規定等を 2％以上増額改定し、昇給した場合 

① 全ての賃金規定等を 2％以上増額改定 

 対象労働者数が   1 人～3 人：95，000 円〈12 万円〉（71，250 円〈9 万円〉） 

 4 人～6 人：19 万円〈24 万円〉（142，500 円〈18 万円〉） 

   7 人 10 人：285,000 円〈36 万円〉（19 万円〈24 万円〉） 

  11 人～100 人：1 人当たり 28,500 円〈36,000 円〉（19,000 円〈24,000 円〉） 

    〈 〉は生産性の向上が認められる場合の額、（ ）は大企業の額 

※ 中小企業において３％以上増額した場合、加算があります。 

※ 職務評価の手法の活用により実施した場合、加算があります。 

② 雇用形態別・職種別等の賃金規定等を 2％以上増額改定 

 上記①の約１／２の額が支給されます。 

まずは最寄りのハローワーク、鹿児島労働局職業対策課 Tel：099(219)5101 にお問い合わせください。 

○生産性向上のための設備投資などを行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げた中小企業・

小規模事業者に対して、その設備投資などにかかった費用の一部を助成する制度です。 

 業務改善助成金とは ？ 

 助成金の内容は ？ 

○申請コースごとに、助成対象事業場、引上げ額、助成の上限額が定められており、申請コースに定める引上げ

額以上、事業場内最低賃金を引き上げた場合、設備投資などにかかった費用の一部を助成します。 

上記のような設備を導入し、事業場内の最低賃金を引き上げた事業主に支給します。 

ご利用 
ください 

 具体的な助成額は ？ 

選べる 
５つの 
コース 

事業場内 
最低賃金の引上げ額 

助 成 率 助成の上限額 助成対象事業場 

7/10 
（常時使用する労働者数が
企業全体で 30 人以下の事

業場は 3/4） 
 
※生産性要件を満たした場

合には 3/4(4/5) 

万円 

万円 

万円 

事業場内最低賃金が 750 円未満
の事業場 

事業場内最低賃金が 800 円未満
の事業場 

事業場内最低賃金が 800 円以上
1,000 円未満の事業場 

万円 

万円 円以上 

円以上 

円以上 

円以上 

円以上 

事業場内最低賃金が 1,000 円未
満の事業場 

● 事業で使用する専門的な機器の購入費や、既存機器の増設費も助成対象経費となります。 
● 通常の事業活動に伴う経費（光熱費、賃金、消耗品費、汎用事務機器購入費、広告宣伝費など）は対象外となります。 

中小企業事業主の皆さま！ご利用ください。 
１「業務改善助成金」 

２「キャリアアップ助成金」 



鹿児島労働局労働災害防止対策
【緊急かごっまゼロ災運動】

― H29.5.25～H29.12.31 ―

県内の労働災害による休業４日以上の死傷者数が急増しています

○ 平成２８年の労働災害による死傷者数 【グラフ１、２】

死亡者数：２０人（前年比３人、１７．６％増加）
死傷者数：１，９８５人（前年比２３４人、１３．４％増加）

○ 転倒災害と墜落・転落災害で、全体の４割強を占める 【グラフ３】

鹿児島労働局は、急増する労働災害の発生に歯止めをかけ、減少に転じさせるこ
とを目指し、「鹿児島労働局労働災害防止対策（緊急かごっまゼロ災運動）」を設定・
展開し、県下の各事業場及び労働者並びに関係団体等に対し労働災害防止への取
組の促進を働きかけ、一層の労働災害防止対策の強化を図ることとしています。

労使一体となって、労働災害のない安全・安心な職場の実現のための積極的な取組を一層推進
しましょう（「緊急かごっまゼロ災運動実施要綱」）
◇ 経営トップによる「安全パトロール」や「安全衛生活動の総点検」の実施。
◇ 職場における安全衛生管理体制等を整備・確立し、その職務の確実な励行。
◇ 雇入れ時及び作業変更時の安全衛生教育の確実な実施。
◇ 転倒災害防止対策への取組。 ◇ クールワーク・熱中症予防対策への取組み。
◇ 高年齢労働者に対する労働災害防止対策への取組み。

【グラフ１】
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死傷者の推移（業種別・年別）
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死傷災害発生状況（事故の型別・年別）

【グラフ２】

【グラフ３】
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死傷災害発生状況（年齢別・年別）【グラフ４】

225
182191182209

詳細については、鹿児島労働局健康安全課までお問い合わせください。 ℡:099(223)8279



【１０月は中小企業退職金制度の「加入促進月間」です】 
 

 中小企業退職金共済制度は、中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６

０号）に基づく国の制度であり、独力では退職金制度を設けることが困難な中

小企業について、事業主の相互共済の仕組みと国の援助によって退職金制度を

確立し、中小企業の従業員の福祉の増進と中小企業の振興に寄与することを目

的に設立された制度です。 
厚生労働省においては、本制度の運営主体である独立行政法人勤労者退職金

共済機構と連携して積極的に加入促進対策を実施しているところであり、その

一環として、同機構において本年も１０月１日から１０月３１日までの期間を

「中小企業退職金共済制度加入促進強化月間」と定め、集中的な加入促進活動

及び制度の履行確保活動を実施することとしています。 
 鹿児島労働局におきましても、同機構の実施する加入促進運動に協力し、期

間中の加入促進対策について、各種説明会等でのリーフレットの配布等、積極

的な広報を行います。 
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